
国税通則法等の改正

はじめに

　令和 7年度税制改正では、物価上昇局面におけ
る税負担の調整及び就業調整対策、成長意欲の高
い中小企業の設備投資を促進し地域経済に好循環
を生み出す等の観点から、個人所得課税、資産課
税、法人課税、消費課税、国際課税、納税環境整
備等について所要の措置が講じられ、関係法令の
改正が行われました。
　このうち納税環境整備関係の改正では、電子取
引の取引情報に係る電磁的記録に係る重加算税の
加重措置の見直し、添付書面等記載事項等のスキ
ャナ読取り等の要件の見直し等による e-Tax の
利便性の向上等の改正が行われています。
　これらの改正事項が盛り込まれた「所得税法等
の一部を改正する法律（令 7 . 3 .31法律第13号）」
は、令和 7年 3月31日に参議院本会議において可
決・成立し、同日に公布されています。また、同
日に、次の関係政省令等も、次のとおり公布され
ています。
・　国税通則法施行令の一部を改正する政令（令
7 . 3 .31政令第126号）

・　国税通則法施行規則の一部を改正する省令

（令 7 . 3 .31財務省令第25号）
・　電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿
書類の保存方法等の特例に関する法律施行規則
の一部を改正する省令（令 7 . 3 .31財務省令第
28号）
・　国税関係法令に係る情報通信技術を活用した
行政の推進等に関する省令の一部を改正する省
令（令 7 . 3 .31財務省令第33号）
・　電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿
書類の保存方法等の特例に関する法律施行規則
第 5条第 5項第 1号の規定に基づき、同号に規
定する国税庁長官の定める基準を定める件（令
7 . 3 .31国税庁告示第 2号）

・　国税関係法令に係る情報通信技術を活用した
行政の推進等に関する省令第 5条第 4項、法人
税法施行規則第36条の 4第 6項、地方法人税法
施行規則第 7条第 6項及び消費税法施行規則第
23条の 4第 5項の規定に基づき国税庁長官が定
めるファイル形式を定める件の一部を改正する
件（令 7 . 3 .31国税庁告示第 4号）
　以下では、これらの法令改正の主な内容につい
て説明することとします。
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一�　電子取引の取引情報に係る電磁的記録に係る重加算税の加重
措置の見直し

1 　改正前の制度の概要

⑴　電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存
　所得税（源泉徴収に係る所得税を除きます。）
及び法人税に係る保存義務者（以下「保存義務
者」といいます。）は、電子取引を行った場合
には、次の要件（保存要件）に従って、その電
子取引の取引情報に係る電磁的記録を保存しな
ければならないこととされています（電子帳簿
保存法 7、電子帳簿保存法規則 4①）。
（注 1）　上記の「電子取引」とは、取引情報（取

引に関して受領し、又は交付する注文書、

契約書、送り状、領収書、見積書その他こ

れらに準ずる書類に通常記載される事項を

いいます。以下同じです。）の授受を電磁的

方式により行う取引をいいます（電子帳簿

保存法 2五）。
（注 2）　消費税に係る保存義務者が行う電子取引

の取引情報に係る電磁的記録については、

消費税法令において、その電磁的記録を出

力した書面による保存が可能とされていま

す。

①　次に掲げる措置のいずれかを行うこと。
イ　その電磁的記録の記録事項にタイムスタ
ンプが付された後、その取引情報の授受を
行うこと（電子帳簿保存法規則 4①一）。
ロ　次に掲げる方法のいずれかにより、その
電磁的記録の記録事項にタイムスタンプを
付すこと（電子帳簿保存法規則 4①二）。
イ　その電磁的記録の記録事項にタイムス
タンプを付すことをその取引情報の授受
後、速やかに行うこと。
ロ　その電磁的記録の記録事項にタイムス
タンプを付すことをその業務の処理に係
る通常の期間を経過した後、速やかに行
うこと（その取引情報の授受からその記

録事項にタイムスタンプを付すまでの各
事務の処理に関する規程を定めている場
合に限ります。）。

ハ　次に掲げる要件のいずれかを満たす電子
計算機処理システムを使用してその取引情
報の授受及びその電磁的記録の保存を行う
こと（電子帳簿保存法規則 4①三）。
イ　その電磁的記録の記録事項について訂
正又は削除を行った場合には、これらの
事実及び内容を確認することができるこ
と。
ロ　その電磁的記録の記録事項について訂
正又は削除を行うことができないこと。

ニ　その電磁的記録の記録事項について正当
な理由がない訂正及び削除の防止に関する
事務処理の規程を定め、その規程に沿った
運用を行い、その電磁的記録の保存に併せ
てその規程の備付けを行うこと（電子帳簿
保存法規則 4①四）。

②　その電磁的記録を保存する場所に、その電
磁的記録の電子計算機処理の用に供すること
ができる電子計算機、プログラム、ディスプ
レイ及びプリンタ並びにこれらの操作説明書
を備え付け、その電磁的記録をディスプレイ
の画面及び書面に、整然とした形式及び明瞭
な状態で、速やかに出力することができるよ
うにしておくこと（電子帳簿保存法規則 2②
二、 4①）。
③　その電磁的記録の記録事項の検索をするこ
とができる機能（次に掲げる要件を満たすも
のに限ります。）を確保しておくこと（電子
帳簿保存法規則 2⑥五、 4①）。
イ　取引年月日その他の日付、取引金額及び
取引先（記録項目）を検索の条件として設
定することができること。
ロ　日付又は金額に係る記録項目については、
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その範囲を指定して条件を設定することが
できること。
ハ　 2以上の任意の記録項目を組み合わせて
条件を設定することができること。

（注 3）　上記の保存義務者が国税に関する法律の

規定によるその電磁的記録の提示又は提出

の要求に応じることができるようにしてい

る場合には、上記③ロ及びハの要件は不要

とされています（電子帳簿保存法規則 4 ①）。

また、その提示又は提出の要求に応じるこ

とができるようにしていることに加えて、

その保存義務者が、その判定期間に係る基

準期間における売上高が5,000万円以下であ

る事業者である場合又は国税に関する法律

の規定によるその電磁的記録を出力するこ

とにより作成した書面で整然とした形式及

び明瞭な状態で出力され、取引年月日その

他の日付及び取引先ごとに整理されたもの

の提示若しくは提出の要求に応じることが

できるようにしている場合には、上記③イ

の要件についても不要とされ、結果的に上

記③の検索機能の確保の要件は全て不要と

なります（電子帳簿保存法規則 4①）。
（注 4）　上記（注 3）の「判定期間」とは、個人

事業者については、「電子取引を行った日の

属する年の 1 月 1 日から12月31日までの期

間」をいい、法人については、「電子取引を

行った日の属する事業年度」をいいます（電

子帳簿保存法規則 4②二）。
（注 5）　上記（注 3）の「基準期間」とは、個人

事業者についてはその年の前々年をいい、

法人についてはその事業年度の前々事業年

度（その前々事業年度が 1 年未満である法

人については、その事業年度開始の日の 2

年前の日の前日から同日以後 1 年を経過す

る日までの間に開始した各事業年度を合わ

せた期間）をいいます（電子帳簿保存法規

則 4②三）。

④　自社開発のプログラムを使用する場合には、
電磁的記録の保存に併せて、その電磁的記録

に係る電子計算機処理システムの概要を記載
した書類の備付けを行うこと（電子帳簿保存
法規則 2②一イ、 2⑥六、 4①）。

⑵　猶予措置
　保存義務者が、電子取引を行った場合におい
て、災害その他やむを得ない事情により、保存
要件に従ってその電子取引の取引情報に係る電
磁的記録の保存をすることができなかったこと
を証明したとき、又は納税地等の所轄税務署長
が保存要件に従ってその電磁的記録の保存をす
ることができなかったことについて相当の理由
があると認め、かつ、その保存義務者が国税に
関する法律の規定によるその電磁的記録及びそ
の電磁的記録を出力することにより作成した書
面（整然とした形式及び明瞭な状態で出力され
たものに限ります。）の提示若しくは提出の要
求に応じることができるようにしているときは、
その保存要件にかかわらず、その電磁的記録の
保存をすることができることとする、いわゆる
「猶予措置」が設けられています（電子帳簿保
存法規則 4 ③）。ただし、その事情が生じなか
ったとした場合又はその理由がなかったとした
場合において、その保存要件に従ってその電磁
的記録の保存をすることができなかったと認め
られるときは、この猶予措置の適用を受けるこ
とができません（電子帳簿保存法規則 4③ただ
し書）。
（注 1）　上記の「災害その他やむを得ない事情」

の意義は、次のとおりとされています（電

子帳簿保存法取扱通達 4－33、 7 －11）。

　①�　「災害」とは、震災、風水害、雪害、凍

害、落雷、雪崩、がけ崩れ、地滑り、火

山の噴火等の天災又は火災その他の人為

的災害で自己の責任によらないものに基

因する災害をいいます。

　②�　「やむを得ない事情」とは、上記①の災

害に準ずるような状況又はその事業者の

責めに帰することができない状況にある

事態をいいます。
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（注 2）　上記の「相当の理由」とは、「事業者の実

情に応じて判断するものであるが、例えば、

システム等や社内でのワークフローの整備

が間に合わない場合等がこれに該当する」

こととされています（電子帳簿保存法取扱

通達 7－12）。

⑶　電磁的記録に係る重加算税の加重措置
　保存要件に従ってスキャナ保存が行われてい
る国税関係書類に係る電磁的記録（電子帳簿保
存法 4③前段）若しくはその保存要件に従って
スキャナ保存が行われていない国税関係書類に
係る電磁的記録（電子帳簿保存法 4③後段）又
は保存義務者により行われた電子取引の取引情
報に係る電磁的記録（電子帳簿保存法 7）に記
録された事項に関し期限後申告書若しくは修正
申告書の提出、更正若しくは決定又は納税の告
知若しくは納税の告知を受けることなくされた
納付（以下「期限後申告等」といいます。）が
あった場合の重加算税の額については、通常課
される重加算税の金額に、その重加算税の額の
計算の基礎となるべき税額（その税額の計算の
基礎となるべき事実（申告漏れ等）でその期限
後申告等の基因となるこれらの電磁的記録に記
録された事項に係るもの（隠蔽仮装された事実
に係るものに限ります。以下「電磁的記録に記
録された事項に係る事実」といいます。）以外
のものがあるときは、その電磁的記録に記録さ
れた事項に係る事実に基づく税額に限ります。）
の10％に相当する金額を加算した金額とされて
いました（旧電子帳簿保存法 8⑤）。
（注）　消費税法においても、消費税法令上、電磁

的記録による保存が可能とされている電磁的

記録に記録された事項に関し、改ざん等が行

われた結果生じた申告漏れ等に対して課され

る重加算税について、上記と同様の加重措置

が整備されています。
（参考）　通常課される重加算税の割合は、35％（無

申告加算税に代えて課される重加算税につ

いては、40％）とされています（通法68①

～③）。

2 　改正の内容

　取引の相手から受領した書類等については、そ
の取引内容を証する原始記録であり、各種の帳簿
作成・税務申告の基礎となるものであることから、
確認書類としての現物性が確保されていることの
要請は強いものと考えられますが、この書類等が
電子的に保存されている場合、すなわち、国税関
係書類に係る電磁的記録のスキャナ保存又は電子
取引の取引情報に係る電磁的記録の保存が行われ
ている場合には、紙によってその書類等を保存す
る場合と比して、複製・改ざん行為が容易であり、
また、その痕跡が残りにくいという特性にも鑑み
て、こうした複製・改ざん行為を未然に抑止する
観点から、上記 1 ⑶の電磁的記録に係る重加算税
の加重措置が設けられています。
　近年、会計システム等の開発が進み、請求書等
がデータ連携に適したデジタルデータ（電子取引
の取引情報に係る電磁的記録）で送受信される場
合に、人の手を介することなく授受及び保存を行
うことが可能な会計ソフト等が流通しており、こ
ういった会計ソフト等を使用している場合につい
ては、必ずしも電子取引の取引情報に係る電磁的
記録の保存を行うことのみをもって、紙によって
その書類等の保存を行う場合と比して、複製・改
ざん行為が容易とはいえない状況にあります。
　このような会計ソフト等を使用して送受信され
たデジタルデータについては、事業者の事務負担
の軽減等だけでなく、税務の観点からもその保存
や記帳の適正性が確保されたものと認められ、上
記 1 ⑶の電磁的記録に係る重加算税の加重措置の
制度趣旨に鑑みても、その措置の適用対象から除
外することが適当と考えられることから、今回の
改正においては、上記 1 ⑶の電磁的記録に係る重
加算税の加重措置の対象から、電子取引の取引情
報に係る一定の電磁的記録であって、その保存が
国税の納税義務の適正な履行に資するものとして
一定の要件を満たしている場合におけるその電磁
的記録を除外する措置（以下「除外措置」といい
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ます。）が講じられました。
　なお、令和 6年度与党税制改正大綱（令和 5年
12月14日自由民主党・公明党）において、「取引
に係るやり取りから会計・税務までデジタルデー
タで処理することで、納税者側の事務負担の軽減
等及び適正・公平な課税・徴収の実現を図る観点
を踏まえることとする」とされており、この「取
引に係るやり取りから会計・税務までデジタルデ
ータで処理すること」（デジタルシームレス）を
推進していくことが検討課題とされていましたが、
今回の改正により、事業者において、こういった
会計ソフト等の利用が進むこととなれば、これま
で以上に事業者のデジタルデータの保存等に係る
事務負担の軽減につながるほか、適正な納税申告

が確保されることが期待されます。
　以下では、この改正の内容について説明するこ
ととします（改正の概要については参考図表をご
参照ください。）。
（注）�　「電磁的記録に係る重加算税の加重措置につい

て、適用対象を明確化する運用上の対応を行う」

とされていますが（令和 7 年度税制改正の大綱

（令和 6 年12月27日閣議決定））、上記の改正に合

わせて、上記 1 ⑶の電磁的記録に係る重加算税

の加重措置について、対象となる電磁的記録に

記録された事項に関し生じた申告漏れ等の範囲

を明確化する運用上の対応が行われます。なお、

具体的な明確化の内容については、今後、通達

等において示される予定です。

（参考図表）

⑴　除外措置の概要
　上記 1 ⑶の電磁的記録に係る重加算税の加重
措置の対象から、電子取引の取引情報に係る電
磁的記録であって、その保存が国税の納税義務

の適正な履行に資するものとして一定の要件を
満たしている場合におけるその電磁的記録が除
外されました（電子帳簿保存法 8⑤）。
　また、本除外措置の適用を受けるためには、

デジタルデータによるシームレスな処理に資するための電子取引データの保存制度の見直し（令和 7 年度改正）

【電子取引データの保存制度の概要】
〇　申告所得税、法人税及び消費税における電子取引を行った場合には、一定の要件に従って、その電子取引データを送受信・保存しなければならない。
〇　複製・改ざん行為が容易である等の特性に鑑みて、その電子取引データに関連する隠蔽・仮装行為については、重加算税を10％加重（注 1 ）。

新設する送受信・保存の要件（注 2 、 3 ）

Ⅰ電子取引データの改ざ
ん防止要件

❶　データの送受信と保存を、訂正削除履歴が残るシステムやそもそも訂正削除ができないシステムで行う。【改ざん防止の確保】

❷　電子取引データの金額を訂正削除を行った上で電子帳簿に記録することができないこと（又は訂正削除の事実を確認できるよ
うにしておくこと）【記帳の適正性確保】

❸　電子取引データ（注 4 ）と電子帳簿との関連性を相互に確認することができるようにしておくこと【電子帳簿との相互関連性確保】

売り手側の事業者 買い手側の事業者

請求
データA

データ連携
で自動保存

【改ざん防止
の確保】

【青色申告特別控除の概要】
正規の簿記の原則に
従い記録している者

控除額 55万円 65万円

左記に加え、⑴電子帳簿の保存（優良な電子帳簿の保
存に限る。）又は⑵e-Taxによる電子申告をしている者

【改正の概要（令和 9 年 1 月 1 日以後適用）】
〇　上記の改正後は、左記の青色申告特別控除65万円については、

左記⑴中の「優良な電子帳簿の保存」をしている場合に代えて、上
記の要件を満たすシステムを使用した上で、実際にその要件を満
たし得る電子取引データを要件に沿って保存している場合にも適
用できることとする。

手入力や
OCR処理

販売管理ソフト、
証憑管理ソフト等

（※）

データ連携で処理【記帳の適正性確保】

【電子帳簿との相互関連性確保】 会計ソフト
（※）

※国税庁長官が定める基準に適合するシステムである必要

手入力等されたデータ
に基づいて処理

請求
データB

（注 1 ）上記の加重措置について、適用対象を明確化する運用上の対応を行う。
（注 2 ）新設する送受信・保存については、保存義務者において、上記の保存要件を満たしていることを確認できるようにしておく必要があり、あらかじめ届出が必要。
（注 3 ）電子取引データの送受信・保存にあたっては、上記のほか、「見読可能装置の備付け」、「システムの概要書の備付け」及び「検索機能の確保」といった要件を満たす必要がある。
（注 4 ）請求書・納品書等の重要書類に相当するデータに限定される。

Ⅱ適正記帳のための要件

【適用イメージ】

請求データＡは、
重加算税の加重
を適用しない。

【改正の概要（令和 9 年 1 月 1 日以後適用）】
〇　請求書等が、データ連携に適したデジタルデータで送受信される場合に、その保存及び処理を自動化するシステムが流通している。
〇　こうしたシステムを使用して送受信されたデジタルデータ（電子取引データ）は、事業者の事務負担の軽減等だけでなく、税務の観点からもその保存及び処

理の適正性が確保されたものと認められるため、国税庁長官が定める基準に適合するシステムを使用した上で、以下の要件を満たして送受信・保存（新設する
送受信・保存）を行う場合のその電子取引データに関連する隠蔽・仮装行為については、重加算税の10％加重の適用対象から除外する 。
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その保存義務者によりその電磁的記録の保存が
行われた日以後引き続きその要件を満たしてそ
の電磁的記録の保存が行われている必要があり
ます（電子帳簿保存法 8 ⑤）。これは、該当す
る電子取引を行った後、保存期間を通じてその
要件を満たして保存が行われていない電磁的記
録や調査時にその要件を満たしていないことが
判明した電磁的記録については、適切な保存が
行われているとはいえないことから、本除外措
置の対象外とされたものです。
　なお、電子取引の取引情報に係る電磁的記録
については、上記 1 ⑴の保存要件に従って保存
が行われたもの又は上記 1 ⑵の猶予措置による
保存が行われたもの（以下「特定電磁的記録」
といいます。）である必要がありますが、本除
外措置の対象となるものは、この特定電磁的記
録に限ることとされています。これは、本来は
こういった特定電磁的記録以外の電磁的記録の
存在は望ましくはないですが、実態としては納
税者の手元に存在し得る中で、こういった電磁
的記録については、本除外措置の対象とならな
いことが明らかにされたものです。
（注）　消費税法令の規定により保存されている電

磁的記録に係る重加算税の加重措置について

も、上記と同様の措置が講じられていますが、

詳細については、前掲「消費税法等の改正」

の「三　その他の改正」の「 1 　電磁的記録

に記録された事項に関する重加算税の特例の

見直し」をご参照ください。

⑵　除外措置の対象となる特定電磁的記録の保存
の要件
　上記⑴の「国税の納税義務の適正な履行に資
するものとして一定の要件」とは、次に掲げる
要件に従って特定電磁的記録の保存を行うこと
とされています（電子帳簿保存法規則 5⑤）。
①　特定電子計算機処理システムを使用した真
実性の確保（改ざん防止の確保）
　次に掲げる要件のいずれかを満たす特定電
子計算機処理システムを使用して電子取引の

取引情報（特定電磁的記録に係るものに限り
ます。以下「特定取引情報」といいます。）
の授受及びその特定電磁的記録の保存を行う
こと（電子帳簿保存法規則 5⑤一）。
イ　その特定電磁的記録の記録事項について
訂正又は削除を行った場合には、これらの
事実及び内容を確認することができること。
（注）　上記の要件については、上記 1 ⑴①ハ

イと同様ですが、具体的には、電磁的記

録の記録事項を直接に訂正又は削除を行

った場合には、訂正前又は削除前の記録

事項及び訂正又は削除の内容がその電磁

的記録又はその電磁的記録とは別の電磁

的記録（訂正削除前の履歴ファイル）に

自動的に記録されるシステム等が該当し

ます（電子帳簿保存法取扱通達 7 － 6 参

照）。

ロ　その特定電磁的記録の記録事項について
訂正又は削除を行うことができないこと。
（注）　上記の要件については、上記 1 ⑴①ハ

ロと同様ですが、具体的には、電磁的記

録の記録事項に係る訂正又は削除につい

て、物理的にできない仕様とされている

システム等が該当します（電子帳簿保存

法取扱通達 7－ 6参照）。

②　記帳の適正性確保
　上記①の特定電子計算機処理システムが次
に掲げる要件のいずれかを満たすものである
こと（電子帳簿保存法規則 5⑤二）。
イ　その特定電子計算機処理システムを使用
して保存が行われた特定電磁的記録の記録
事項（金額に係るものに限ります。ロにお
いて同じです。）を訂正又は削除を行った
上で国税関係帳簿に係る電磁的記録又は電
子計算機出力マイクロフィルムに記録する
ことができないこと。
ロ　その特定電子計算機処理システムを使用
して保存が行われたその特定電磁的記録の
記録事項を訂正又は削除を行った上で国税
関係帳簿に係る電磁的記録又は電子計算機

─ 903 ─

――国税通則法等の改正――



出力マイクロフィルムに記録した場合には、
これらの事実及び内容を確認することがで
きること。
（注 1）　上記の国税関係帳簿に係る電磁的記

録又は電子計算機出力マイクロフィル

ムについては、電子計算機を使用して

作成する国税関係帳簿書類の保存方法

等の特例に関する法律に基づき電子計

算機処理システムの概要書等の備付け

や見読可能装置の備付け等といった最

低限の保存要件を満たして保存等が行

われている必要がある一方で、電磁的

記録の訂正・削除・追加の履歴の確保

や検索機能の確保等といったいわゆる

「優良な電子帳簿の保存等の要件」を満

たして保存を行われていることまでは

求められていませんが、デジタルデー

タ及び電子帳簿の両方を通じて、信頼

性を向上させ、経理誤りを是正しやす

い環境を整えるといった観点からは、

「優良な電子帳簿の保存等の要件」を満

たして保存を行われていることが望ま

しいと考えられます。
（注 2）　上記の要件については、自動連携や

API連携機能等で満たすことになりま

すが、その詳細は、今後、通達等にお

いて示される予定です。

③　特定取引情報に係る電磁的記録と国税関係
帳簿に係る電磁的記録等との相互関連性の確
保
　特定取引情報（取引に関して受領し、又は
交付する一般書類に通常記載される事項を除
きます。）に係る電磁的記録の記録事項とそ
の特定取引情報に関連する国税関係帳簿に係
る電磁的記録又は電子計算機出力マイクロフ
ィルムの記録事項との間において、相互にそ
の関連性を確認することができるようにして
おくこと（電子帳簿保存法規則 5⑤三）。
（注 1）　上記の要件については、スキャナ保存

におけるスキャナで読取りを行った国税

関係書類と帳簿との関連性の確保の要件

に倣い、適正課税の観点から、特定取引

情報に係る電磁的記録の記録事項とその

特定取引情報に関連する国税関係帳簿に

係る電磁的記録又は電子計算機出力マイ

クロフィルムの記録事項との間に相互に

その関連性を確認することができるよう

にしておくこととされているものです。

　　�　なお、相互にその関連性を確認するこ

とができるようにしておくこととされる

特定取引情報の範囲については、資金や

物の流れに直結・連動する重要書類に通

常記載される事項に限定することとされ

ました。これは、スキャナ保存の扱いに

倣い、資金や物の流れに直結・連動しな

い一般書類に通常記載される事項につい

ては、相互関連性を確認することができ

るようにしておくことまでを要件として

は求めなかったとしても、適正課税への

影響は限定的であると考えられることが

踏まえられたものです。
（注 2）　上記の要件について、特定取引情報に

係る電磁的記録の記録事項とその特定取

引情報に関連する国税関係帳簿に係る電

磁的記録又は電子計算機出力マイクロフ

ィルムの記録事項との間の相互関連性を

確認する方法の詳細は、今後、通達等に

おいて示される予定です。

④　特定電子計算機処理システムを使用した保
存等の確認
　特定電子計算機処理システムを使用して特
定取引情報の授受及び特定電磁的記録の保存
を行ったことを確認することができるように
しておくこと（電子帳簿保存法規則 5⑤四）。
（注）　上記の要件については、市販の会計ソフ

トにおける自動連携の対象を確認できる機

能等で満たすことが考えられますが、その

詳細は、今後、通達等において示される予

定です。
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⑶　特定電子計算機処理システムの意義
　上記⑵の「特定電子計算機処理システム」と
は、電子計算機処理システムで国税庁長官の定
める基準に適合するものをいいます（電子帳簿
保存法規則 5 ⑤一）。これは、取引から会計・
税務までがシームレスに処理されるためには、
システム間における相互運用性を一定程度確保
することが重要であることを踏まえ、こういっ
た相互運用性を一定程度確保するため、本除外
措置の適用に当たり、電子取引の取引情報の授
受及びその電磁的記録の保存に使用する電子計
算機処理システムを国税庁長官の定める基準に
適合するものに限定することとされたものです。
　なお、この「国税庁長官の定める基準」につ
いては、具体的には、次に掲げるいずれかの電
磁的記録で特定電磁的記録に該当するものに係
る保存を上記⑵の要件を満たして行うことがで
きる機能を有していることとされています（令
7年国税庁告示第 2号）。
①　仕入明細書（消法30⑨三）又は適格請求書
（消法57の 4 ①）に記載すべき事項に係る電
磁的記録の仕様としてデジタル庁が管理する
ものに従って提供された電子取引の取引情報
に係る電磁的記録
（注）　上記の仕様には、デジタル庁が日本にお

けるデジタルインボイスの標準仕様（JP 

PINT）として管理している消費税の適格請

求書等保存方式における「適格請求書（消

法57の 4 ①）」に対応する「Peppol BIS 

Standard Invoice JP PINT」及び「仕入明

細書（消法30⑨三）」に対応する「JP BIS 

Self-Billing Invoice」が該当します。また、

上記の仕様に従って作成されたデータであ

ってメールの添付ファイルで提供されたも

のに対応する機能のみを有しているような

システムは、上記の「国税庁長官の定める

基準」には適合せず、上記の仕様に従って

作成された電子取引の取引情報に係る電磁

的記録（データ）であってPeppolネットワ

ークを通じてやり取りされたXML形式のも

のに対応する機能を有しているシステムが、

上記の「国税庁長官の定める基準」に適合

することになると考えられますが、具体的

には、今後、国税庁において明らかにされ

る予定です。

②　金融機関等のいずれかに預金口座又は貯金
口座を開設している預金者又は貯金者の委託
を受けて、その金融機関等が行うその預金口
座又は貯金口座に係る資金を移動させる為替
取引の取引情報に係る電磁的記録
（注 1）　上記の「金融機関等」とは、金融機関

及び農水産業協同組合をいいます。なお、

「金融機関」とは、銀行、長期信用銀行、

信用金庫、信用協同組合、労働金庫、信

用金庫連合会、信用協同組合連合会、労

働金庫連合会及び株式会社商工組合中央

金庫をいい（預金保険法 2①各号）、国外

に本店を有する場合も含まれます。また、

「農水産業協同組合」とは、農業協同組合、

農業協同組合連合会、漁業協同組合、漁

業協同組合連合会、水産加工業協同組合、

水産加工業協同組合連合会及び農林中央

金庫をいいます（農水産業協同組合貯金

保険法 2①）。
（注 2）　上記の「金融機関等が行うその預金口

座又は貯金口座に係る資金を移動させる

為替取引の取引情報に係る電磁的記録」

には、金融機関等の行う決済取引データ

がこれに該当し、具体的には、①他者口

座から自らの口座への入金データ及び②

自らの口座から他者口座への出金データ

がいずれも含まれます。したがって、こ

ういった決済取引データのいずれかで特

定電磁的記録に該当するものに係る保存

を上記⑵の要件を満たして行うことがで

きる機能を有している電子計算機処理シ

ステムであれば、上記の「国税庁長官の

定める基準」に適合することとなります。
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⑷　除外措置に係る届出
　本除外措置の適用を受けようとする保存義務
者は、あらかじめ、特定電磁的記録に記録され
た事項に関し期限後申告等があった場合には上
記 1 ⑶の電磁的記録に係る重加算税の加重措置
の適用を受けない旨等を記載した届出書（以下
「不適用届出書」といいます。）を納税地等の所
轄税務署長に提出している必要があります（電
子帳簿保存法規則 5⑥）。
　なお、保存義務者は、電磁的記録に係る重加
算税の加重措置の適用を受けないことをやめよ
うとする場合には、あらかじめ、その旨等を記
載した届出書（以下「取りやめ届出書」といい
ます。）を納税地等の所轄税務署長に提出しな
ければならないこととされており（電子帳簿保
存法規則 5 ⑦前段）、その取りやめ届出書の提
出があったときは、その提出があった日の属す
る課税期間以後の課税期間については、不適用
届出書は、その効力を失うこととされています
（電子帳簿保存法規則 5⑦後段）。そのため、そ
の取りやめ届出書を提出した日の属する課税期
間以後の課税期間について、電磁的記録に係る
重加算税の加重措置の適用を受けないこととす
る場合には、改めて不適用届出書を提出する必
要があります。
　また、保存義務者は、不適用届出書に記載し
た事項の変更をしようとする場合には、あらか
じめ、その旨等を記載した届出書を納税地等の
所轄税務署長に提出しなければならないことと
されています（電子帳簿保存法規則 5⑧）。
（注 1）　本除外措置の対象となる「特定電磁的記

録」は、期限後申告等の基因となる事項に

係るものとなります（電子帳簿保存法規則

5⑥）。
（注 2）　上記の不適用届出書の提出時期について

は、重加算税の納税義務が法定申告期限の

経過の時に成立することを踏まえると（通

法15②十四）、基本的には、本除外措置の適

用を受けようとする国税の法定申告期限ま

でにその提出が求められるものと考えられ

ますが、具体的には、今後、通達等で示さ

れる予定です。
（注 3）　電子帳簿保存による65万円の青色申告特

別控除の要件について、仕訳帳等につき国

税の納税義務の適正な履行に資するものと

して一定の要件を満たす電磁的記録の保存

等を行っていることに代えて、特定電子計

算機処理システムを使用するとともに、電

子取引の取引情報に係る電磁的記録（特定

電磁的記録に限ります。）のうちその保存が

その特定電子計算機処理システムを使用し

て上記⑵の要件を満たすことができるもの

はその要件に従って保存を行っていること

とすることができることとされています。

また、この措置の適用を受けるためには、

不適用届出書（65万円の青色申告特別控除

の適用届出書）の提出をしなければならな

いこととされています（措法25の 2 、措規

9 の 6）が、詳細については、前掲「租税

特別措置法等（所得税関係）の改正」の「第

四　その他の改正」の「一　青色申告特別

控除の改正」をご参照ください。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 9年 1月 1日以後に法定
申告期限等が到来する国税について適用され、同
日前に法定申告期限等が到来した国税については
従前どおりとされています（改正法附則61）。し
たがって、例えば、所得税については令和 8年分
から、法人税については10月決算法人の場合には
令和 8年10月決算期分から、それぞれ適用される
場面が生じ得ることとなります。
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二　その他納税環境整備関係の改正

1 　添付書面等記載事項等のスキャナ読取
り等の要件の見直し等による e-Tax の利
便性の向上

⑴　改正前の制度の概要
①　電子情報処理組織（e-Tax）を使用する方
法による申請等
イ　電子情報処理組織（e-Tax）を使用する
方法により申請等を行う者は、その申請等
につき規定した法令の規定において書面等
に記載すべきこととされている事項（以下
「申請書面等記載事項」といいます。）並び
に税務署長から通知された識別符号（ID）
及び暗証符号（パスワード）を入力して、
その申請等の情報に電子署名を行い、その
電子署名に係る電子証明書と併せてこれら
を送信することにより、その申請等を行わ
なければならないこととされています（国
税オンライン化省令 5①）。
ロ　電子情報処理組織（e-Tax）を使用する
方法により申請等を行う者は、上記イによ
り申請書面等記載事項を入力して送信する
方法につき国税庁の使用に係る電子計算機
において用いることができない場合には、
税務署長から通知された識別符号（ID）
及び暗証符号（パスワード）を入力して、
申請書面等記載事項を次に掲げる要件を満
たすようにスキャナにより読み取る方法そ
の他の方法により作成した電磁的記録に記
録された情報に電子署名を行い、その電子
署名に係る電子証明書と併せてこれらを送
信することにより、その申請等を行うこと
ができることとされていました（旧国税オ
ンライン化省令 5②）。
イ　解像度が一般文書のスキャニング時の
解像度である25.4㎜当たり200ドット以
上であること。

ロ　赤色、緑色及び青色の階調がそれぞれ
256階調以上であること。

（参考）　上記ロの「その他の方法」の例とし

ては、Wordファイル等により作成した

文書をPDFファイルに変換して電磁的

記録を作成する方法があります。

②　添付書面等記載事項の提供方法
　電子情報処理組織（e-Tax）を使用する方
法により申請等を行う者は、その申請等につ
き規定した法令の規定に基づき添付すべきこ
ととされている書面等（以下「添付書面等」
といいます。）に記載されている事項又は記
載すべき事項（以下「添付書面等記載事項」
といいます。）を次に掲げる方法（上記①ロ
の申請等を行う場合には、ロに掲げる方法）
により送信し、又は提出することをもって、
その添付書面等の提出に代えることができる
こととされています（国税オンライン化省令
5③）。
イ　添付書面等記載事項をその申請等に併せ
て入力して送信する方法
ロ　添付書面等記載事項をスキャナにより読
み取る方法その他の方法により作成した電
磁的記録（上記①ロイ及びロに掲げる要件
を満たすように読み取り、又は作成したも
のに限ります。）をその申請等と併せて送
信する方法（上記イに掲げる方法につき国
税庁の使用に係る電子計算機において用い
ることができない場合に限ります。）
ハ　一定の添付書面等記載事項が記録された
電磁的記録であって、添付書面等を交付す
べき者から提供を受けた一定のものをその
申請等と併せて送信する方法
ニ　一定の添付書面等記載事項の電磁的記録
（その電磁的記録をスキャナにより読み取
る方法その他の方法により作成した場合に
あっては、上記①ロイ及びロに掲げる要件
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を満たすように読み取り、又は作成したも
のに限ります。）を記録した光ディスク又
は磁気ディスクを提出する方法

③　電子情報処理組織（e-Tax）を使用する方
法による申請等のファイル形式
　申請書面等記載事項又は添付書面等記載事
項を送信し、又は提出する場合におけるその
送信又は提出に関するファイル形式について
は、国税庁長官が定めることとされており、
上記①ロ並びに②ロ及びニのスキャナにより
読み取る方法その他の方法により作成した電
磁的記録（以下「イメージデータ」といいま
す。）のファイル形式は、PDF形式とされて
いました（国税オンライン化省令 5④、旧平
成30年国税庁告示第14号）。

⑵　改正の内容
　上記⑴のとおり、電子情報処理組織（e-Tax）
を使用する方法により行う申請等のうち、イメ
ージデータを送信し、又は提出する場合には、
そのイメージデータは、「赤色、緑色及び青色
の階調がそれぞれ256階調以上（カラー）であ
ること」との要件を満たすように作成する必要
があり、そのファイル形式については、PDF
形式とされていました。
　また、e-Tax には、イメージデータで送信
することができるデータ容量の制限（ 1送信当
たり最大14.0メガバイト）やイメージデータの
送信回数の制限（最大11回）があります。
　そのため、カラーであることの要件を満たす
読取り等によって作成したイメージデータはデ
ータ容量が大きくなってしまう傾向にあり、そ
の送信が制限される場合がありました。
　また、イメージデータのファイル形式は
PDF形式とされていたことから、スマートフ
ォンから送信する際に、カメラで撮影した
JPEG 形式（JPG 形式）の画像データを PDF
形式に変換するという手間が生じていました。
　こうした状況を改善し、納税者利便の向上を
図る観点から、次の見直しが行われました。

①　添付書面等記載事項等のスキャナ読取り等
の要件の見直し
　イメージデータを上記⑴①ロ並びに②ロ及
びニのスキャナにより読み取る方法その他の
方法により作成する際の階調の要件について、
白色から黒色までの階調が256階調以上（グ
レースケール）であることとされました（国
税オンライン化省令 5②二）。
　この改正により、「グレースケールである
こと」との要件を満たす読取り等によって作
成したイメージデータは、カラーであるもの
よりもデータ容量を抑えることができるため、
その送信が制限される場面は減少するものと
考えられます。
（注）　「赤色、緑色及び青色の階調がそれぞれ

256階調以上（カラー）であること」との要

件を満たす読取り等によって作成したイメ

ージデータの送信も、引き続き可能です。

②　イメージデータのファイル形式の拡充
　イメージデータを送信し、又は提出する場
合におけるその送信又は提出に関するファイ
ル形式に、JPEG形式及び JPG形式が追加さ
れました（令和 7年国税庁告示第 4号）。
　この改正により、スマートフォンから送信
する際に、カメラで撮影した JPEG 形式
（JPG 形式）のまま画像データを送信するこ
とが可能となります。
（参考）　上記の改正と併せて、システム改修に

より、e-Taxのイメージデータで送信す

ることができるデータ容量を 1 送信当た

り最大100メガバイト程度に拡大すること

が予定されています。

⑶　適用関係
①　上記⑵①の改正は、令和 7年 4月 1日から
施行されています（改正国税オンライン化省
令附則）。
②　上記⑵②の改正は、令和10年 1 月 1 日から
適用されます（令和 7年国税庁告示第 4号前
文）。
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2 　各対象会計年度の国際最低課税残余額
に対する法人税及び各対象会計年度の国
内最低課税額に対する法人税の創設等に
伴う改正

⑴　改正前の制度の概要
①　納税義務の成立時期
　法人税及び地方法人税の納税義務は、事業
年度の終了の時に成立することとされていま
す（通法15②三）。ただし、各対象会計年度
の国際最低課税額に対する法人税及び特定基
準法人税額に対する地方法人税の納税義務は、
対象会計年度の終了の時に成立することとさ
れています（旧通法15②三の二）。
②　納税証明書の証明事項
　納税証明書は、国税に関する事項のうち納
付すべき税額、所得の金額等を証明するもの
であり、法人税に関する事項として、法人の
各事業年度の所得の金額、各対象会計年度の
課税標準国際最低課税額等を証明するものと
されています（通法123①、旧通令41①）。
（注）　上記の「各対象会計年度の課税標準国際

最低課税額」は、各対象会計年度の国際最

低課税額とされています（法法82の 4 ②）。

⑵　改正の内容
①　納税義務の成立時期の整備
　各対象会計年度の国際最低課税残余額に対
する法人税及び各対象会計年度の国内最低課
税額に対する法人税並びに国際最低課税額等
に係る特定基準法人税額に対する地方法人税
及び国内最低課税額に係る特定基準法人税額
に対する地方法人税の創設に伴い、これらの
法人税及び地方法人税の納税義務は、対象会

計年度の終了の時に成立することとされまし
た（通法15②三の二）。
②　納税証明書の証明事項の整備
　各対象会計年度の国際最低課税残余額に対
する法人税及び各対象会計年度の国内最低課
税額に対する法人税の創設に伴い、納税証明
書において証明する法人税に関する事項の範
囲に、法人の各対象会計年度の内国法人に係
る課税標準国際最低課税残余額、内国法人に
係る課税標準国内最低課税額、外国法人に係
る課税標準国際最低課税残余額及び外国法人
に係る課税標準国内最低課税額が追加されま
した（通令41①三ロ）。
（注 1）　上記の「各対象会計年度の内国法人に

係る課税標準国際最低課税残余額」は、

各対象会計年度の国際最低課税残余額と

されています（法法82の12②）。
（注 2）　上記の「各対象会計年度の内国法人に

係る課税標準国内最低課税額」は、各対

象会計年度の国内最低課税額とされてい

ます（法法82の20②）。
（注 3）　上記の「各対象会計年度の外国法人に

係る課税標準国際最低課税残余額」は、

各対象会計年度の国際最低課税残余額と

されています（法法145の 3 ②）。
（注 4）　上記の「各対象会計年度の外国法人に

係る課税標準国内最低課税額」は、各対

象会計年度の国内最低課税額とされてい

ます（法法145の 7 ②）。

⑶　適用関係
　上記⑵の改正は、令和 8年 4月 1日から施行
されます（改正法附則 1三ニ、改正通令附則）。
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三�　事業性融資の推進等に関する法律の制定に伴う国税徴収法等
の改正

Ⅰ　事業性融資の推進等に関する法律
の制定の経緯

　幅広い事業者に対し、その持続的な成長を促す
ような資金提供が実施されるためには、金融機関
等が不動産担保や経営者保証等に安易に依存する
のではなく、事業者の実態や将来性を的確に理解
し、その特性に着目した融資を行う必要がありま
すが、政府においては、事業性に着目した融資の
推進のために、これまでも様々な取組を行ってき
ており、特に近年、令和 4年12月に「経営者保証
改革プログラム」を、令和 5年 8月に「挑戦する
中小企業応援パッケージ」を策定し、金融機関等
に対して、事業性に着目した融資を促すことで、
スタートアップの創業や円滑な事業承継、早期の
事業再生を後押ししてきたところです。
　しかしながら、事業者からは、不動産担保や経
営者保証等がなければ資金を調達することが難し
いといった課題が指摘されていました。
　こうした指摘を踏まえ、「経済財政運営と改革
の基本方針2023（令和 5 年 6 月16日閣議決定）」
や「デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和
5 年11月 2 日閣議決定）」では、知的財産・無形
資産を含む事業全体を担保に金融機関等から資金
を調達できる制度（事業成長担保権（仮称））の
創設を目指すこととされており、金融機関等が事
業者の事業そのものを評価し、成長資金の供給等
に一層努めることが重要となっていました。
　こうした課題を踏まえ、令和 6 年の第213回通
常国会において提出された「事業性融資の推進等
に関する法律（令和 6 年法律第52号）」は、令和
6年 6月 7日に参議院本会議で可決・成立し、同
月14日に公布されています。
　この事業性融資の推進等に関する法律において
は、事業者が、不動産担保や経営者保証等によら
ず、事業の実態や将来性に着目した融資を受けや

すくなるよう、事業性融資の推進に関し、「基本
理念」、「国の責務」、「事業性融資推進本部」、「企
業価値担保権」、「認定事業性融資推進支援機関」
等について定められていますが、このうち「企業
価値担保権」については、有形資産に乏しいスタ
ートアップや、経営者保証により事業承継や思い
切った事業展開を躊躇している事業者等の資金調
達を円滑化するため、無形資産を含む事業全体を
担保とする制度として創設されたものです。
　また、事業性融資の推進等に関する法律の附則
において、国税徴収法等が改正され、この「企業
価値担保権」に対する国税の優先徴収権の制限に
関する規定等が整備されました。
　以下では、この事業性融資の推進等に関する法
律に定める企業価値担保権制度の概括的な内容、
同法に係る国税債権に関連する事項及び同法の制
定に伴う国税徴収法等の改正の内容を説明するこ
ととします。
（参考）　総合経済対策（令和 5年11月 2 日閣議決定）

において、「事業成長担保権の創設等について、

関連法案を早期に提出する」とされていますが、

上記の「企業価値担保権」は、それまで仮称

であった「事業成長担保権」に相当するもの

として創設されたものです。

Ⅱ　事業性融資の推進等に関する法律
の概要

　事業性融資の推進等に関する法律は、不動産を
目的とする担保権又は個人を保証人とする保証契
約等に依存した融資慣行の是正及び会社の事業に
必要な資金の調達等の円滑化を図るため、事業性
融資の推進等に関し、基本理念、国の責務、基本
方針の策定、企業価値担保権制度の創設、事業性
融資推進支援業務を行う者の認定及び事業性融資
推進本部の設置等について定めていますが、概要
は以下のとおりです。
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1 　基本理念、国の責務及び基本方針

　不動産を目的とする担保権又は個人を保証人と
する保証契約等に依存しない会社の事業性に基づ
く融資（以下「事業性融資」といいます。）の推
進に関し、その基本理念及び国の責務を定めると
ともに、下記 6の事業性融資推進本部において、
事業性融資の推進に関する基本方針を策定するこ
ととされています（事業性融資推進法 3～ 5）。

2 　企業価値担保権

　会社の総財産（将来において会社の財産に属す
るものを含みます。）は、その会社に対する特定
被担保債権及び不特定被担保債権を担保するため、
一体として、企業価値担保権の目的とすることが
できることとされています（事業性融資推進法 7
①）。
（注 1）　上記の「特定被担保債権」とは、企業価値

担保権信託契約で定められた特定の債権又は

一定の範囲に属する不特定の債権（債務者と

の特定の継続的取引契約によって生ずるもの

その他債務者との一定の種類の取引によって

生ずるものに限ります。）等の財産上の請求権

をいいます（事業性融資推進法 6④）。
（注 2）　上記の「不特定被担保債権」とは、破産手

続開始の決定等を受けた債務者に対する財産

上の請求権であって、清算株式会社若しくは

清算持分会社の財産又は破産財団から弁済又

は配当を受けることができるもの（企業価値

担保権の実行手続終結の決定があるまでに弁

済又は配当を受けるものを除きます。）をいい

ます（事業性融資推進法 6⑤）。

　また、この企業価値担保権の得喪及び変更の効
力要件は商業登記簿への登記とされ、抵当権その
他の担保権との優先順位は、これらの担保権に係
る登記、登録その他の対抗要件の具備と企業価値
担保権に係る登記の前後によることとされていま
す（事業性融資推進法15、16、18）。
　なお、企業価値担保権が担保する債務について、
個人を保証人とする保証契約等がある場合、債務

者が虚偽の報告をした等の一定の要件を満たすと
きを除き、その個人を保証人とする保証契約等に
係る権利は行使できないこととされています（事
業性融資推進法12）。

3 　企業価値担保権に関する信託契約及び
信託業務

　企業価値担保権を設定しようとする場合には、
債務者は、自身を委託者、企業価値担保権に関す
る信託業務を営む者を受託者、その企業価値担保
権の被担保債権者を受益者とする信託契約を締結
しなければならないこととされています（事業性
融資推進法 6③、 8）。
　なお、企業価値担保権に関する信託業務は、免
許制とされ、企業価値担保権の内容等に係る債務
者への説明義務等を課すこととされています（事
業性融資推進法32、40）。
　また、この信託契約は、信託の目的が、上記の
免許を受けた者が次に掲げる行為をするものであ
ること等をその内容とするものでなければ、その
効力を生じないこととされています（事業性融資
推進法 8②）。
①　企業価値担保権の管理及び処分をすること。
②　特定被担保債権者のために、企業価値担保権
の実行手続において、配当可能額から下記③の
不特定被担保債権留保額を控除した額を限度と
して金銭の配当を受け、その金銭の管理及び処
分をすること。
③　不特定被担保債権者のために、配当可能額に
応じ、債務者について行われ、又は行われるべ
き清算手続又は破産手続の公正な実施に要する
と見込まれる額として一定の額（不特定被担保
債権留保額）の金銭の配当を受け、その金銭の
管理及び処分をすること。

4 　企業価値担保権の実行

　特定被担保債権の期限が到来しても弁済されず、
又は債務者が特定被担保債権の弁済を完了せずに
解散（合併によるものを除きます。）をしたとき
は、受託者は、全ての特定被担保債権者の指図に
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より、企業価値担保権の実行その他の必要な措置
をとらなければならないこととされ（事業性融資
推進法61）、この企業価値担保権の実行は、企業
価値担保権者の実行手続開始の申立てによってす
ることとされています（事業性融資推進法83①）。
　なお、裁判所は、この実行手続開始の申立てが
あった場合において、申立債権に係る企業価値担
保権の存在等の証明があったときは、費用の予納
がないときを除き、実行手続開始の決定をするこ
ととされています（事業性融資推進法87①）。
　また、企業価値担保権の目的である財産（以下
「担保目的財産」といいます。）の換価は、裁判所
の許可を得て、営業又は事業の譲渡によってする
こととされていますが（事業性融資推進法157①）、
管財人は、必要があると認めるときは、担保目的
財産に属する財産について、裁判所の許可を得て、
民事執行法その他強制執行の手続に関する法令の
規定による方法又は任意売却によって換価するこ
とができることとされています（事業性融資推進
法157②）。

5 　事業性融資推進支援業務を行う者の認
定等

　企業価値担保権の活用等を支援するため、事業
性融資について高度な専門的知見を有し、事業者
や金融機関等に対して助言・指導を行う機関の認
定制度が導入されています（事業性融資推進法第
4章）。

6 　事業性融資推進本部

　事業性融資を推進するため、金融担当大臣を本
部長とし、法務大臣、財務大臣、農林水産大臣及
び経済産業大臣等を本部員とする事業性融資推進
本部を金融庁に設置することとされています（事
業性融資推進法第 5章）。

Ⅲ　事業性融資の推進等に関する法律
に係る国税債権に関連する事項

1　企業価値担保権の実行手続開始前の国
税の徴収について

　企業価値担保権者は、事業性融資の推進等に関
する法律の定めるところにより、担保目的財産に
ついて、他の債権者に先立って特定被担保債権及
び不特定被担保債権に対する配当を受けることが
できることとされています（事業性融資推進法 7
②）。
　他方で、企業価値担保権者は、担保目的財産に
対する強制執行、担保権の実行若しくは競売（担
保権の実行としてのものを除きます。）、企業担保
権の実行又は国税滞納処分（その例による処分を
含みます。以下同じです。）のそれぞれの手続に
おいて、配当又は弁済金の交付を受けることがで
きないこととされているため（事業性融資推進法
7 ③）、企業価値担保権者は、事業性融資の推進
等に関する法律に特別の定めを規定している企業
価値担保権の実行手続以外のその各手続において
は、他の債権者（租税等の請求権を有する者を含
みます。）に先立って配当を受けることができな
いこととなります。
　これは、一般の無担保債権者や後順位担保権者
等が個々の会社財産に対して強制執行や担保権の
実行等をした場合に、その手続内で、会社の総財
産という極めて広範な財産を担保の目的としてい
る企業価値担保権者の優先弁済権を認めると、一
般債権者等が十分に弁済を受けることができない
ことが想定されるため、強制執行等の手続におい
ては企業価値担保権者の優先弁済権の行使を認め
ないことにより、一般債権者等を保護することと
されたものです。
　そのため、税務当局（租税等の請求権を有する
者）においても、企業価値担保権の実行手続開始
前においては、滞納処分を執行して担保目的財産
から国税を徴収することができることとなります。
なお、企業価値担保権により担保される債権は、
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国税滞納処分による換価代金等を配当すべき債権
に含まれていません（徴法129①三）。
（注）　上記の「租税等の請求権」とは、国税徴収法

又は国税徴収の例によって徴収することのでき

る請求権（共助対象外国租税の請求権を除きま

す。）であって、下記 2 ⑴の共益債権に該当しな

いものをいいます（事業性融資推進法70⑱）。

2 　企業価値担保権の実行手続における国
税の徴収について

　企業価値担保権の実行手続開始後は、原則とし
て、実行手続によらなければ、弁済をし、弁済を
受け、その他これを消滅させる行為（免除を除き
ます。）をすることができないこととされている
ため、滞納国税は、共益債権に該当するものを除
き、企業価値担保権の実行手続において配当を受
けることとなりますが、具体的な国税の扱いにつ
いては、以下のとおりとなります。

⑴　共益債権
　共益債権とは、実行手続によらないで担保目
的財産から随時弁済を受けることができる債権
をいい（事業性融資推進法70⑥）、手続が開始
されることによって管財人に管理処分権が移転
し、事業を継続させる手続である会社更生手続
を定める会社更生法等にも同様の仕組みがあり
ますが、企業価値担保権の実行手続における共
益債権は、次に掲げる請求権とされています
（事業性融資推進法127）。なお、実行手続開始
後に生じた国税が次の②に該当する場合には、
共益債権になります。
①　配当債権者等の共同の利益のためにする裁
判上の費用の請求権
②　実行手続開始後の債務者の事業の経営並び
に担保目的財産の管理及び処分に関する費用
の請求権
③　管財人の報酬及び申立人又は配当債権者が
提起した配当債権についての異議訴訟の訴訟
費用償還請求権
④　債務者の業務及び財産に関し管財人が権限

に基づいてした資金の借入れその他の行為に
よって生じた請求権
⑤　事務管理又は不当利得により実行手続開始
後に債務者に対して生じた請求権
⑥　債務者のために支出すべきやむを得ない費
用の請求権で、実行手続開始後に生じたもの
（上記①から⑤までに掲げるものを除きます。）
　また、債務者に対して実行手続開始前の原因
に基づいて生じた源泉徴収に係る所得税、消費
税、酒税、たばこ税、揮発油税、地方揮発油税、
石油ガス税、石油石炭税、特別徴収に係る国際
観光旅客税、地方消費税、申告納付の方法によ
り徴収する道府県たばこ税（都たばこ税を含み
ます。）及び市町村たばこ税（特別区たばこ税
を含みます。）並びに特別徴収義務者が徴収し
て納入すべき地方税の請求権についても、本来
他の納税義務者が納税負担を負うものを預かっ
ているという性質を有し、これらについては本
来的に企業価値担保権者が担保価値として把握
していなかったことを踏まえ、共益債権とされ
ています（事業性融資推進法128）。
　なお、これらの共益債権は、下記⑵の配当順
位にかかわらず、配当債権に先立って、弁済す
ることとされています（事業性融資推進法130
①）。
（注 1）　会社更生法においても、更生手続開始前

の原因に基づいて生じた上記の国税等の請

求権のうち、更生手続開始当時まだ納期限

の到来していないものは、共益債権とされ

ています（会社更生法129）。会社更生法では、

更生手続開始時に納期限が到来している国

税等の請求権については、更生手続の開始

原因（支払不能のおそれ等）があるにもか

かわらず徴収しなかったことに一定の帰責

性があることを理由に、共益債権の範囲か

ら除外し、対象を納期限の到来していない

ものに限定されています。他方で、企業価

値担保権の実行手続は特定被担保債権の債

務不履行で開始し、税務当局による帰責性

は認められないため、対象となる国税等に
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ついて、納期限の到来についての限定はさ

れていません。
（注 2）　上記のほか、債務者について実行手続開

始の決定があった場合において、実行手続

開始前 6 月間のその債務者の使用人の給料

の請求権等についても、共益債権とされて

います（事業性融資推進法129）。

⑵　実行手続における国税の配当順位
　この企業価値担保権の実行手続について、配
当の順位は、事業性融資の推進等に関する法律
及び民法、商法その他の法律の定める優先順位
によることとされています（事業性融資推進法
165①）。
　なお、国税は、納税者の総財産について、国
税徴収法第 2章に「別段の定め」がある場合を
除き、全ての公課その他の債権に先立って徴収
することとされているため（徴法 8）、基本的
に、企業価値担保権の実行手続においても優先
徴収されますが、企業価値担保権と国税の優先
関係について、「別段の定め（国税徴収法第18
条の 2）」が設けられています（下記Ⅳ 1参照）。
　また、企業価値担保権の実行手続が行われた
場合において、質権者等の他の担保権者が実行
手続に配当参加したときは、「法定納期限等以
前に設定された質権の優先」の規定（徴法15）
等が、交付要求が競合したときは「交付要求先
着手による国税の優先」の規定（徴法13）が、
それぞれ適用される等、この企業価値担保権の
実行手続の配当手続においても、その性質に反
しない限りにおいては、国税徴収法第 2章の規
定が適用されることとなります。

⑶　滞納処分の失効等
　企業価値担保権の実行手続開始の決定があっ
たときは、担保目的財産に対する強制執行等、
企業担保権の実行、国税滞納処分（共益債権を
徴収するためのものを除きます。以下同じで
す。）等はすることができないこととされてい
ます（事業性融資推進法96①）。

　また、担保目的財産に対して既にされている
強制執行等の手続、企業担保権の実行の手続、
国税滞納処分等は、その実行手続の関係におい
ては、その効力を失うこととされています（事
業性融資推進法96②）。
　他方、裁判所は、債務者の事業の継続及び換
価に支障を来さないと認めるときは、管財人若
しくは租税等の請求権につき徴収の権限を有す
る者の申立てにより又は職権で、失効した国税
滞納処分等の続行を命ずることができることと
されています（事業性融資推進法96③）。
　なお、配当債権又は配当外債権については、
この実行手続開始後は、事業性融資の推進等に
関する法律に特別の定めがある場合を除き、実
行手続によらなければ、弁済をし、弁済を受け、
その他これを消滅させる行為（免除を除きま
す。）をすることができないこととされていま
す（事業性融資推進法93①）。
（注 1）　上記の「配当債権」とは、申立債権（申

立人の企業価値担保権の特定被担保債権で

あって共益債権に該当しないものをいいま

す。）、劣後債権（実行手続開始当時債務者

の財産につき存する一定の担保権のうち、

申立人の企業価値担保権に劣後するものの

被担保債権であって共益債権に該当しない

ものをいいます。）又は租税等の請求権をい

います（事業性融資推進法70⑬）。
（注 2）　上記の「配当外債権」とは、債務者に対

する財産上の請求権であって配当債権及び

共益債権に該当しないものをいいます（事

業性融資推進法70⑯）。
（注 3）　共益債権に該当する国税を徴収するため

に行う滞納処分については、企業価値担保

権の実行手続開始の決定後においても失効

することはなく、また、新たに滞納処分を

することもできます。

⑷　租税等の請求権の届出
　一定の租税等の請求権を有する者は、遅滞な
く、その租税等の請求権の額、原因及び担保権
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の内容並びにその租税等の請求権が上記⑶の失
効した国税滞納処分による差押えに係るもので
ある場合にはその差押えの年月日を裁判所に届
け出なければならないこととされています（事
業性融資推進法136①）。
　なお、滞納者の財産につき強制換価手続が行
われた場合には、税務署長は、執行機関に対し、
滞納に係る国税につき、交付要求書により交付
要求をしなければならないこととされているた
め（徴法82）、企業価値担保権の実行手続が行
われた場合は、実務上、その交付要求とともに、
上記の届出が行われることになるものと考えら
れます（下記Ⅳ 2のとおり、企業価値担保権の
実行手続は強制換価手続の範囲に含まれること
となります。）。
　また、失効した国税滞納処分による差押えに
係る租税等の請求権を有する者が、その租税等
の請求権について、上記の届出をしたときは、
企業価値担保権の実行手続の配当に関しては、
その国税滞納処分による差押えの時に交付要求
をしたものとみなすこととされています（事業
性融資推進法136②）。
　これは、国税徴収法上、「差押先着手主義」
及び「交付要求先着手主義」が規定されていま
すが、本来であれば「差押先着手主義」が適用
される差押えに係る国税について、上記⑶のと
おりその差押えが失効した場合についても他の
国税又は地方税に対して優先して徴収すること
ができることを維持する観点から、企業価値担
保権の実行手続においてされた上記の届出（交
付要求）について、それよりも前に差押えをし
ていた場合には、その差押えの時に国税徴収法
に規定する交付要求をしたものとみなした上で、
交付要求の先後において配当の順位を決するこ
ととされたものです。
（注 1）　上記の「差押先着手主義」とは、納税者

の財産に対して差押えをした国税は、その

差押財産の換価代金から、これに対して交

付要求をした国税又は地方税に優先して徴

収することをいい（徴法12）、上記の「交付

要求先着手主義」とは、納税者の財産につ

き強制換価手続が行われた場合において、

交付要求があったときは、その換価代金に

つき、先にされた交付要求に係る国税は、

後にされた交付要求に係る国税又は地方税

に先立って徴収すること等をいいます（徴

法13）。
（注 2）　上記⑵のとおり、企業価値担保権の実行

手続について、配当の順位は、事業性融資

の推進等に関する法律及び民法、商法その

他の法律の定める優先順位によることとさ

れているため（事業性融資推進法165①）、

国税又は地方税等の優先順位については、

「交付要求先着手主義」のルールに従うこと

になります。
（注 3）　「差押先着手主義」は、国税滞納処分の対

象となった個々の財産の換価代金について

の優劣を規定の対象としており、総財産を

一体として換価する手続である企業価値担

保権の実行手続における配当金には直接適

用されないと解されるため、これに代替す

る規定として上記の「みなし交付要求」の

規定が設けられています。
（注 4）　企業価値担保権の実行手続は、総財産を

換価対象とするため、国税当局による総財

産に属する個々の財産についての差押えが

複数存在していることがあり得ます。この

場合の各差押え間の配当の順位における優

劣を決する必要があることから、交付要求

とみなすこととして解決を図っています。

Ⅳ　国税徴収法等の改正

1　法定納期限等以前に設定された企業価
値担保権の優先等

⑴　国税と他の債権との調整に関する制度の概要
　国税は、納税者の総財産について、国税徴収
法第 2章に「別段の定め」がある場合を除き、
全ての公課その他の債権に先立って徴収するこ
ととされています（徴法 8）。
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　この「別段の定め」として、一定の質権又は
抵当権に対する国税の優先徴収権の制限が定め
られていますが、具体的には、納税者が国税の
法定納期限等以前にその財産上に質権又は抵当
権を設定しているときは、その国税は、その換
価代金につき、その質権又は抵当権により担保
される債権に次いで徴収することとされていま
す（徴法15、16）。
　この質権又は抵当権に対する国税の優先徴収
権の制限については、質権者又は抵当権者の国
税の予測可能性の理論に基づき定められている
ものですが、質権者又は抵当権者が国税の存在
を知り得た後にその債権額を増加させた場合に
は、これらの保護を与える必要がないことから、
この質権及び抵当権の優先額の限度についても
定められています。
　具体的には、国税に先立つ質権又は抵当権に
より担保される債権の元本の金額は、その質権
者又は抵当権者がその国税に係る差押え又は交
付要求の通知を受けた時における債権額を限度
とされています（徴法18①本文）。
（注 1）　上記の「法定納期限等」は、質権等と国

税との優劣を画する時期として定められて

いるものですが、原則として、法定納期限

（国税に関する法律の規定により国税を納付

すべき期限をいいます。以下同じです。）と

なります。他方、国税の種類によっては法

定納期限において質権者等が国税の発生を

予測できない場合があり得ることを勘案し、

一定の国税については、その例外を設け、

「法定納期限等」として総称されています

（徴法15）。例えば、法定納期限後に所得税

等の更正決定を受けたときは、納税者と取

引をする質権者はその更正決定に係る国税

の額を法定納期限経過時において予測する

ことは困難であることから、法定納期限後

にその納付すべき額が確定した国税につい

ては、「その更正通知書若しくは決定通知書

又は納税告知書を発した日（申告納税方式

による国税で申告により確定したものにつ

いては、その申告があつた日）」が法定納期

限等とされています（徴法15①一）。
（注 2）　上記の「質権及び抵当権の優先額の限度」

については、その国税に優先する他の債権

を有する者の権利を害することとなるとき

は適用がありません（徴法18①ただし書）。

また、質権又は抵当権により担保される債

権額又は極度額を増加する登記がされた場

合には、その登記がされた時において、そ

の増加した債権額又は極度額につき新たに

質権又は抵当権が設定されたものとみなし

て、国税との優先関係を判定することとな

ります（徴法18②）。

⑵　改正の内容
　債務者の財産の上に存する質権又は抵当権等
（以下「他の担保権」といいます。）と企業価値
担保権とが競合する場合には、それらの優先権
の順位は、他の担保権に係る登記、登録その他
の対抗要件の具備と企業価値担保権に係る登記
の前後によることとされています（事業性融資
推進法18①）。
　上記⑴のとおり、一定の質権及び抵当権につ
いては、国税の優先徴収権の制限が定められて
いますが、この質権及び抵当権の国税の優先徴
収権の制限の内容並びに事業性融資の推進等に
関する法律における企業価値担保権と他の担保
権の優先権の順位の扱いを踏まえ、企業価値担
保権と国税の優先関係について、国税徴収法第
2章に「別段の定め」を設けることとされまし
た。
　具体的には、納税者が国税の法定納期限等以
前にその財産上に企業価値担保権を設定してい
るときは、その国税は、その換価代金につき、
その企業価値担保権により担保される債権に次
いで徴収することとされました（徴法18の 2 ①）。
　これは、他の担保権に対する国税の優先徴収
権の制限に倣い、企業価値担保権者の国税の発
生の予測可能性の理論に基づき定められたもの
です。
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　また、質権及び抵当権の扱いに倣い、企業価
値担保権者が国税の存在を知り得た後にその債
権額を増加させた場合における企業価値担保権
の優先額の限度についても定めることとされま
した。
　具体的には、国税に先立つ企業価値担保権に
より担保される特定被担保債権の元本の金額は、
その企業価値担保権者がその国税に係る差押え
又は交付要求の通知を受けた時における債権額
を限度とされました（徴法18の 2 ②本文）。た
だし、その国税に優先する他の債権を有する者
の権利を害することとなるときは、この限りで
ないこととされました（徴法18の 2 ②ただし書）。
（注 1）　企業価値担保権の優先額の限度に関する

規定（徴法18の 2 ②）が適用されるのは、

「企業価値担保権により担保される特定被担

保債権」のみであり、「企業価値担保権によ

り担保される不特定被担保債権」は対象と

なりません。これは、本規定の適用場面が、

実行手続開始前において企業価値担保権者

がその国税に係る差押えの通知等を受けた

後にその債権額を増加させた場合（追加融

資を受けた場合）であり、不特定被担保債

権は企業価値担保権の実行手続終結の決定

がなされ、かつ清算手続開始原因に該当し

又は破産手続開始の決定がなされるまでの

間は、不特定・未存在のものであるためで

す（上記Ⅱ ２（注 ２）参照）。
（注 2）　企業価値担保権は、極度額の登記制度の

ない担保制度であることから、国税徴収法

第18条第 2 項（上記⑴（注 2）参照）に相

当する規定は整備されていません。
（注 3）　上記Ⅲ 1のとおり、企業価値担保権者は、

担保目的財産に対する強制執行、担保権の

実行若しくは競売（担保権の実行としての

ものを除きます。）、企業担保権の実行又は

国税滞納処分のそれぞれの手続において、

配当又は弁済金の交付を受けることができ

ないこととされていることから（事業性融

資推進法 ７ ③）、企業価値担保権に対する国

税の優先徴収権の制限等（徴法18の 2 ）に

ついては、滞納処分や強制執行等の場面に

は適用されず、企業価値担保権の実行手続

の場面に限り、適用されることとなります。

⑶　適用関係
　上記の改正は、事業性融資の推進等に関する
法律の公布の日（令和 6年 6月14日）から起算
して 2年 6月を超えない範囲内において政令で
定める日から施行されます（事業性融資推進法
附則 1）。

2 　強制換価手続の範囲の見直し

⑴　改正前の制度の概要
　強制換価手続については、債務者の任意の履
行によらないで、公権力が介入して債務の履行
を実行させる手続をいうものですが、その範囲
については、滞納処分（その例による処分を含
みます。）、強制執行、担保権の実行としての競
売、企業担保権の実行手続及び破産手続をいう
こととされています（旧徴法 2十二、旧通法 2
十）。
　なお、滞納者の財産につきこの強制換価手続
が行われた場合には、税務署長は、執行機関に
対し、滞納に係る国税につき、交付要求書によ
り交付要求をしなければならないこととされて
います（徴法82①）。

⑵　改正の内容
　企業価値担保権の実行手続は、差し押さえら
れた財産全てを換価した上で、手続に参加する
債権者に対して法定の順位に従って配当するこ
とを目的とする点で、強制執行等と同一の性質
を有するものであり、債務者の任意の履行によ
らないで、公権力が介入して債務の履行を充実
させる手続であることを踏まえ、「強制換価手
続」の範囲に、企業価値担保権の実行手続が追
加されました（徴法 2十二、通法 2十）。
　この改正により、滞納者の財産につきこの企
業価値担保権の実行手続が行われた場合には、
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税務署長は、執行機関（裁判所）に対し、滞納
に係る国税につき、交付要求書により交付要求
をしなければならないこととされます（徴法82
①）。

⑶　適用関係
　上記の改正は、事業性融資の推進等に関する
法律の公布の日（令和 6年 6月14日）から起算
して 2年 6月を超えない範囲内において政令で
定める日から施行されます（事業性融資推進法
附則 1）。

四�　譲渡担保契約及び所有権留保契約に関する法律の制定に伴う
国税通則法の改正

Ⅰ　譲渡担保契約及び所有権留保契約
に関する法律の制定の経緯

　日本の企業の資金調達においては銀行貸出しを
中心とした間接金融の役割が大きく、その際の担
保としては不動産担保（抵当権）や個人保証が多
用されてきました。他方で、特に中小企業やベン
チャー企業・スタートアップ企業の中には不動産
を有しないものもあること、企業の債務を個人で
保証した者が過大な責任を負う場合があることな
どから、多様な資金調達手法を整備し、不動産担
保や個人保証に過度に依存しない資金調達方法を
確立する必要性が指摘されていました。
　そのような不動産担保や個人保証に依存しない
資金調達手段としては、在庫、機械等の動産や売
掛債権等の債権などを担保として活用することが
考えられるところ、その担保化の方法として、実
務上、動産については動産譲渡担保契約や所有権
留保契約が、債権については債権譲渡担保契約が
広く用いられてきました。
　しかしながら、譲渡担保契約及び所有権留保契
約に関するルールは、明文の規定がなく専ら判例
法理によって形成されており、判例の射程が必ず
しも明確でない論点や判例がルールを示していな
い論点もあるため、法的安定性や予測可能性に欠
ける面があることから、ルールの明文化・明確化
が求められていました。
　こうした社会情勢を踏まえ、「経済財政運営と
改革の基本方針2024（令和 6 年 6 月21日閣議決
定）」において、「不動産担保や個人保証に依存し

ない資金調達を促進するため、動産、債権その他
の財産を目的とする譲渡担保契約及び所有権留保
契約に関する法制化の準備を進める」こととされ
ました。
　これを受けて、令和 7 年の第217回国会におい
て提出された「譲渡担保契約及び所有権留保契約
に関する法律（令和 7年法律第56号。以下「譲渡
担保法」といいます。）」及び「譲渡担保契約及び
所有権留保契約に関する法律の施行に伴う関係法
律の整備等に関する法律（令和 7年法律第57号。
以下「整備法」といいます。）」については、令和
7年 5月30日に参議院本会議で可決・成立し、同
年 6月 6日に公布されています。
　譲渡担保法においては、不動産担保や個人保証
に依存しない資金調達を促進するため、動産、債
権等を目的とする譲渡担保契約及び所有権留保契
約の効力、譲渡担保権及び留保所有権の実行等に
ついて定めています。
　また、整備法において、国税通則法が改正され、
譲渡担保法の制定に伴う繰上請求事由の整備が行
われました。
　以下では、譲渡担保法の概要、譲渡担保法に係
る国税債権に関連する事項及び国税通則法の改正
の内容について説明することとします。

Ⅱ　譲渡担保法の概要

　譲渡担保法は、不動産担保や個人保証に依存し
ない資金調達を促進するため、動産、債権等を目
的とする譲渡担保契約及び所有権留保契約の効力、
譲渡担保権及び留保所有権の実行等について定め
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ていますが、概要は以下のとおりです。
（注 1）　上記の「譲渡担保契約」とは、金銭債務を

担保するため、債務者又は第三者が動産、債

権その他の財産（抵当権の目的となる財産等

を除きます。）を債権者に譲渡することを内容

とする契約をいうものとされています（譲渡

担保法 2一）。
（注 2）　上記の「所有権留保契約」とは、一定の動

産の所有権を移転することを内容とする売買

その他の契約であって、その代金債務等を担

保するため、その全部の履行がされるまでの

間は、その動産の所有権を売主等に留保する

旨の定めのあるもの等をいうものとされてい

ます（譲渡担保法 2十六）。

1 　譲渡担保契約

⑴　譲渡担保契約の効力
　譲渡担保権者は、譲渡担保契約の目的である
財産について、他の債権者に先立って自己の債
権の弁済を受ける権利を有することとされてい
ます（譲渡担保法 3）。
　なお、動産譲渡担保権設定者は、譲渡担保動
産の用法に従い、その使用及び収益をすること
ができることとされています（譲渡担保法29①）。

⑵　譲渡担保権の実行等
①　動産譲渡担保権の実行等
イ　動産譲渡担保権の帰属清算方式による実
行
　動産譲渡担保権の被担保債権について不
履行があった後に動産譲渡担保権者が動産
譲渡担保権設定者に対して次に掲げる事項
の通知（以下「帰属清算の通知」といいま
す。）をしたときは、その被担保債権は、
帰属清算時に、帰属清算時における譲渡担
保動産の価額の限度において消滅すること
とされています（譲渡担保法60①）。
イ　譲渡担保動産をもって被担保債権の弁
済に充てること。
ロ　帰属清算時における譲渡担保動産の見

積価額及びその算定根拠
ハ　帰属清算時における被担保債権の額
　また、動産譲渡担保権者は、帰属清算時
における譲渡担保動産の価額が帰属清算時
における被担保債権の額を超えるときは、
その差額に相当する金銭を動産譲渡担保権
設定者に支払わなければならないこととさ
れています（譲渡担保法60④）。
（注）　上記の「帰属清算時」とは、帰属清算

の通知の日から 2 週間を経過した時又は

その動産譲渡担保権者がその譲渡担保動

産の引渡し（占有改定による場合を除き

ます。）を受けた時のいずれか早い時（帰

属清算の通知の後その時までの間にその

動産譲渡担保権についてその実行の手続

の一時の停止を命ずる裁判又はその実行

を一時禁止する裁判があった場合にあっ

ては、その時又はその裁判が効力を失っ

た時のいずれか遅い時、その動産譲渡担

保権者が帰属清算の通知をする前に譲渡

担保動産の引渡し（占有改定による場合

を除きます。）を受けてその占有を継続し

ている場合にあっては、帰属清算の通知

の時）をいいます（譲渡担保法60①）。

ロ　動産譲渡担保権の処分清算方式による実
行
　動産譲渡担保権の被担保債権について不
履行があった後に動産譲渡担保権者が第三
者に対して譲渡担保動産の譲渡（以下「処
分清算譲渡」といいます。）をしたときは、
その被担保債権は、処分清算時に、処分清
算時における譲渡担保動産の価額の限度に
おいて消滅することとされています（譲渡
担保法61①）。
　なお、動産譲渡担保権者は、処分清算譲
渡をしたときは、遅滞なく、動産譲渡担保
権設定者に対し、次に掲げる事項の通知
（以下「処分清算譲渡の通知」といいま
す。）をしなければならないこととされて
います（譲渡担保法61②）。
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イ　処分清算譲渡をしたこと。
ロ　処分清算時における譲渡担保動産の見
積価額及びその算定根拠
ハ　処分清算時における被担保債権の額
　また、動産譲渡担保権者は、処分清算時
における譲渡担保動産の価額が処分清算時
における被担保債権の額を超えるときは、
その差額に相当する金銭を動産譲渡担保権
設定者に支払わなければならないこととさ
れています（譲渡担保法61⑤）。
（注）　上記の「処分清算時」とは、処分清算

譲渡の通知の日から 2 週間を経過した時

又は動産譲渡担保権者若しくは処分清算

譲渡を受けた第三者がその譲渡担保動産

の引渡し（占有改定による場合を除きま

す。）を受けた時のいずれか早い時（処分

清算譲渡の後その時までの間にその動産

譲渡担保権についてその実行の手続の一

時の停止を命ずる裁判又はその実行を一

時禁止する裁判があった場合にあっては、

その時又はその裁判が効力を失った時の

いずれか遅い時、その動産譲渡担保権者

が処分清算譲渡をする前に譲渡担保動産

の引渡し（占有改定による場合を除きま

す。）を受けてその占有を継続している場

合にあっては、処分清算譲渡の時）をい

います（譲渡担保法61①）。

ハ　動産譲渡担保権者による配当要求等及び
動産競売の申立て
　動産譲渡担保権者による配当要求及び動
産譲渡担保権者に対する配当又は弁済金の
交付並びに動産譲渡担保権者による担保権
の実行としての競売の申立てについては、
動産譲渡担保権を質権とみなして、民事執
行法の規定を適用することとされています
（譲渡担保法72）。

②　債権譲渡担保権の実行
イ　債権譲渡担保権者による債権の取立て
　債権譲渡担保権者は、被担保債権につい
て不履行があったときは、譲渡担保債権を

直接に取り立てることができることとされ
ています。この場合において、債権譲渡担
保権者の受けた利益の価額が被担保債権の
額を超えるときは、その差額に相当する金
銭を債権譲渡担保権設定者に支払わなけれ
ばならないこととされています（譲渡担保
法92①）。
ロ　債権譲渡担保権の帰属清算方式又は処分
清算方式による実行
　上記①イの動産譲渡担保権の帰属清算方
式による実行に関する規定及び上記①ロの
動産譲渡担保権の処分清算方式による実行
に関する規定は、債権譲渡担保権について
準用することとされています（譲渡担保法
93）。

③　その他の財産を目的とする譲渡担保権の実
行
　その他の財産を目的とする譲渡担保権の実
行については、その性質に反しない限り、上
記②の債権譲渡担保権の実行に関する規定を
準用することとされています（譲渡担保法96
①）。

2 　所有権留保契約

　上記 1の譲渡担保契約に関する規定（動産譲渡
担保契約に係る部分に限ります。）は、留保所有
権について準用することとされています（譲渡担
保法111①）。

Ⅲ　譲渡担保法に係る国税債権に関連
する事項

　納税者が国税を滞納した場合において、その者
が譲渡した財産でその譲渡により担保の目的とな
っているもの（以下Ⅲにおいて「譲渡担保財産」
といいます。）があるときは、その者の財産につ
き滞納処分を執行してもなお徴収すべき国税に不
足すると認められるときに限り、譲渡担保財産か
ら納税者の国税を徴収することができることとさ
れています（徴法24①）。
　また、国税の法定納期限等以前に、担保の目的

─ 920 ─

――国税通則法等の改正――



でされた譲渡に係る権利の移転の登記がある場合
又は譲渡担保権者が国税の法定納期限等以前に譲
渡担保財産となっている事実を、その財産の売却
決定の前日までに、証明した場合（第三者対抗要
件を具備している場合）には、その譲渡担保財産
から納税者の国税を徴収することができないこと
とされています（徴法24⑧）。
　したがって、譲渡担保法上の譲渡担保契約の目
的である財産についても、国税徴収法上の譲渡担
保財産に該当するため、譲渡担保権者は、譲渡担
保法の制定前と同様、上記のとおり、国税徴収法
に基づき物的納税責任を負うこととなる場合があ
ります。
　なお、譲渡担保法には、上記Ⅱ 1⑵①ハのとお
り、動産譲渡担保権者による担保権の実行として
の競売の申立てについて、明文の規定が設けられ
ましたが、この申立てに基づき競売が行われた場
合には、滞納者（動産譲渡担保権者）の財産につ
き強制換価手続が行われた場合に該当するものと
して、執行機関（裁判所）への交付要求（徴法82
①）等、必要な徴収手続が行われることとなりま
す。

Ⅳ　国税通則法の改正（繰上請求事由
の整備）

1　改正前の制度の概要

　税務署長は、次の⑴から⑹までのいずれかに該
当する場合において、納付すべき税額の確定した
国税（⑶に該当する場合においては、その納める
義務が信託財産責任負担債務であるものを除きま
す。）でその納期限までに完納されないと認めら
れるものがあるときは、その納期限を繰り上げ、
その納付を請求すること（繰上請求）ができるこ
ととされています（旧通法38①）。
⑴　納税者の財産につき強制換価手続が開始され
たとき（仮登記担保の実行通知がされたときを
含みます。）。
（注）　上記の「強制換価手続」とは、滞納処分（そ

の例による処分を含みます。）、強制執行、担

保権の実行としての競売、企業担保権の実行

手続、企業価値担保権の実行手続及び破産手

続をいいます（通法 2十）。

⑵　納税者が死亡した場合において、その相続人
が限定承認をしたとき。
⑶　法人である納税者が解散したとき。
⑷　その納める義務が信託財産責任負担債務であ
る国税に係る信託が終了したとき（信託の併合
によって信託が終了した場合を除きます。）。
⑸　納税者が納税管理人を定めないでこの法律の
施行地に住所及び居所を有しないこととなると
き。
⑹　納税者が偽りその他不正の行為により国税を
免れ、若しくは免れようとし、若しくは国税の
還付を受け、若しくは受けようとしたと認めら
れるとき、又は納税者が国税の滞納処分の執行
を免れ、若しくは免れようとしたと認められる
とき。

2 　改正の内容

　納税者の財産につき譲渡担保法に基づく帰属清
算の通知又は処分清算譲渡の通知がされたときに
ついては、上記 1⑴の「納税者の財産につき強制
換価手続が開始されたとき」と同様、納税者が債
務不履行状態となっており、その財産を散逸させ
るおそれがあり、客観的にみて国税を保全する必
要があると考えられることから、繰上請求の事由
とされました。
　具体的には、納税者の財産につき次に掲げる帰
属清算の通知又は処分清算譲渡の通知がされ、そ
の納税者の国税が納期限までに完納されないと認
められる場合には、その納期限を繰り上げ、その
納付を請求することができることとされました
（通法38①一ロ）。
⑴　動産譲渡担保権の帰属清算方式による実行の
ための帰属清算の通知（譲渡担保法60①）
⑵　動産譲渡担保権の処分清算方式による実行に
係る処分清算譲渡の通知（譲渡担保法61②）
⑶　債権譲渡担保権の帰属清算方式による実行の
ための帰属清算の通知（譲渡担保法93において
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準用する譲渡担保法60①）
⑷　債権譲渡担保権の処分清算方式による実行に
係る処分清算譲渡の通知（譲渡担保法93におい
て準用する譲渡担保法61②）
⑸　その他の財産を目的とする譲渡担保権の帰属
清算方式による実行のための帰属清算の通知
（譲渡担保法96①において準用する譲渡担保法
93において準用する譲渡担保法60①）
⑹　その他の財産を目的とする譲渡担保権の処分
清算方式による実行に係る処分清算譲渡の通知
（譲渡担保法96①において準用する譲渡担保法
93において準用する譲渡担保法61②）
⑺　留保所有権の帰属清算方式による実行のため

の帰属清算の通知（譲渡担保法111①において
準用する譲渡担保法60①）
⑻　留保所有権の処分清算方式による実行に係る
処分清算譲渡の通知（譲渡担保法111①におい
て準用する譲渡担保法61②）

3 　適用関係

　上記 2の改正は、譲渡担保法の施行の日から施
行されます（整備法附則）。
（注）　譲渡担保法の施行の日は、公布の日（令和 7

年 6 月 6 日）から起算して 2 年 6 月を超えない

範囲内において政令で定める日とされています

（譲渡担保法附則 1）。

�
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